特　別　会　計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特別会計（企業会計を除く。）についても、先に述べた予算編成の方針を基本としながら、それぞれの会計の設置趣旨や目的に沿うよう十分に配慮して平成27年度当初予算を編成しました。
　その総額は、1兆5,035億8百万円で、平成26年度当初予算に比べて1,232億41百万円の増となっています。

　各特別会計の予算額は、第７表のとおりです。

第　7　表

[image: image1.emf]平成２７年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業

4,164,983 5,297,243 4,751,578

△

 1,132,260 78.6

△

 586,595 87.7

就 農 支 援 資 金 等

19,378 52,828 52,828

△

 33,450 36.7

△

 33,450 36.7

流 域 下 水 道 事 業

86,482,948 77,167,337 72,486,556 9,315,611 112.1 13,996,392 119.3

大 阪 府 営 住 宅 事 業

139,325,315 98,556,320 92,680,239 40,768,995 141.4 46,645,076 150.3

港 湾 整 備 事 業

8,823,537 8,064,222 8,402,476 759,315 109.4 421,061 105.0

関西国際空港関連事業

9,495,464 21,477,695 21,388,163

△

 11,982,231 44.2

△

 11,892,699 44.4

箕面北部丘陵整備事業

10,302,969 7,055,557 7,085,800 3,247,412 146.0 3,217,169 145.4

不 動 産 調 達

4,004,283 6,066,957 5,566,957

△

 2,062,674 66.0

△

 1,562,674 71.9

公 債 管 理

1,211,465,909 1,124,943,900 1,121,434,733 86,522,009 107.7 90,031,176 108.0

市町村施設整備資金

14,470,879 16,060,202 18,262,038

△

 1,589,323 90.1

△

 3,791,159 79.2

証 紙 収 入 金 整 理

10,832,279 11,383,090 10,438,224

△

 550,811 95.2 394,055 103.8

母子父子寡婦福祉資金

1,504,482 1,393,745 1,393,745 110,737 107.9 110,737 107.9

中 小 企 業 振 興 資 金

2,560,285 2,692,149 3,421,366

△

 131,864 95.1

△

 861,081 74.8

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

39,019 39,024 39,024

△

 5 100.0

△

 5 100.0

林 業 改 善 資 金

16,509 16,525 16,525

△

 16 99.9

△

 16 99.9

合 計

1,503,508,239 1,380,266,794 1,367,420,252 123,241,445 108.9 136,087,987 110.0

特 別 会 計 歳 入 歳 出 予 算

平成２６年度

会　　　　計　　　　名

比　　　　　　較

当　初　比 最　終　比

（単位：千円）


■　日本万国博覧会記念公園事業特別会計

　　この会計は、日本万国博覧会記念公園を管理運営するために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ41億65百万円で、26年度当初予算に比べて11億32百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、不動産貸付収入21億42百万円、公園施設使用料11億25百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、公園管理費35億99百万円です。

■　就農支援資金等特別会計

　この会計は、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法に基づき、青年等の就農促進に必要な資金として貸し付けた就農支援資金貸付金等を管理するために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ19百万円で、26年度当初予算に比べて33百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金16百万円、貸付金償還金3百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、農業改良資金貸付金の国への償還金9百万円です。

■　流域下水道事業特別会計

　この会計は、流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の整備並びに維持管理事業の収支を経理するために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ864億83百万円で、26年度当初予算に比べて93億16百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金178億43百万円、建設費等の財源としての国庫補助金133億63百万円、市町村からの施設維持管理負担金210億41百万円、借換債等の起債201億93百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の整備を図るための建設費237億78百万円、維持管理費230億82百万円、公債管理特別会計への繰出金353億9百万円です。
■　大阪府営住宅事業特別会計

　この会計は、府営住宅事業について、人件費及び公債費を含むフルコスト管理とし、自律的な住宅経営を展開するために設けられているものです。
  平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ1,393億25百万円で、26年度当初予算に比べて407億69百万円の増となっています。
　歳入予算の主なものは、府営住宅使用料391億15百万円、府営住宅債及び借換債の起債506億32百万円、建設費等の財源としての国庫補助金182億37百万円です。
また、歳出予算の主なものは、安全・安心でやさしく暮らせる住まいづくりと、地域力向上に向けたまちづくりの推進を基本的な考え方とした府営住宅の整備333億72百万円、大規模修繕を含む府営住宅の管理165億72百万円、公債管理特別会計への繰出金777億33百万円です。
■　港湾整備事業特別会計

　この会計は、港湾事業のうち収益事業の収支を経理するために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ88億24百万円で、26年度当初予算に比べて7億59

百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、港湾施設収入50億71百万円、公債管理特別会計からの繰入金23億22百万円、港湾整備事業債等の起債14億26百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、堺泉北港汐見沖地区（泉大津フェニックス）や阪南港阪南2区において、土地利用に必要なインフラ整備を進めるなど、港湾施設建設を図るための港湾整備費及び港湾施設費9億73百万円、公債管理特別会計への繰出金61億15百万円です。

■　関西国際空港関連事業特別会計

　この会計は、関西国際空港関連事業を効率的に推進するために設けられているものです。
  平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ94億95百万円で、26年度当初予算に比べて119億82百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金31億76百万円、公債管理特別会計からの繰入金6億79百万円、借換債の起債40億19百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、空港関連事業債の元利償還金等59億87百万円、公債管理特別会計への繰出金34億86百万円です。

 ■　箕面北部丘陵整備事業特別会計
この会計は、箕面北部丘陵整備事業（水と緑の健康都市事業）を効率的に推進するために設けられているものです。

平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ103億3百万円で、26年度当初予算に比べて32億47百万円の増となっています。

歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金25億98百万円、借換債の起債50億26百万円です。
　また、歳出予算の主なものは、水と緑の健康都市の整備を図るための建設費31億68百万円、地域開発事業債の元利償還金51億77百万円です。
■　不動産調達特別会計

　この会計は、公共施設用地等を先行取得するために設けられているものです。

平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ40億4百万円で、26年度当初予算に比べて20億63百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、不動産売払収入35億2百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、公債管理特別会計への繰出金40億1百万円です。
■　公債管理特別会計

　この会計は、府債の発行及び償還事務を行うために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ1兆2,114億66百万円で、26年度当初予算に比べて865億22百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金3,295億93百万円、大阪府営住宅事業や流域下水道事業等の特別会計からの繰入金1,395億46百万円、減債基金からの繰入金2,679億65百万円、借換債の起債4,738億99百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、道路、河川、港湾、流域下水道、府営住宅、高等学校等の建設事業及び災害復旧事業の財源として発行した府債の元利償還金及び手数料等9,754億28百万円、減債基金への積立金2,044億70百万円です。
■　市町村施設整備資金特別会計

　この会計は、府内市町村の公共施設等の整備を促進するため、資金の貸付けを行うために設けられているものです。
　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ144億71百万円で、26年度当初予算に比べて15億89百万円の減となっています。
　歳入予算の主なものは、公債管理特別会計からの繰入金86億56百万円、貸付金元利償還金47億6百万円です。
　また、歳出予算の主なものは、義務教育・道路施設、その他の公共施設の整備のための貸付金20億円、公債管理特別会計への繰出金124億69百万円です。

■　証紙収入金整理特別会計
　この会計は、証紙による収入の方法により徴収した自動車運転免許証交付手数料、旅券発給手数料、狩猟税などの収入金を整理するために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ108億32百万円で、26年度当初予算に比べて5億51百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、証紙売りさばき代金 108億32百万円です。

また、歳出予算の主なものは、一般会計への繰出金108億17百万円です。

■　母子父子寡婦福祉資金特別会計
　この会計は、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、配偶者のない者で、現に児童を扶養しているもの又は父母のない児童に対し、母子福祉資金及び父子福祉資金の貸付けを行うとともに、扶養する子がすべて満20歳に達したことにより母子福祉資金の対象外となった母子又は子どもがなく、かつ、配偶者を失った女子に対し、寡婦福祉資金の貸付けを行うために設けられたもので、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図ることを目的として、修学資金、就学支度資金、技能習得資金などの各種資金の貸付けを行うものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ15億4百万円で、26年度当初予算に比べて1億11百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金8億60百万円、貸付金元利償還金6億6百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、母子及び父子並びに寡婦に対する貸付金14億66百万円です。

■　中小企業振興資金特別会計

　この会計は、府内の小規模企業者等への創業や経営基盤強化を支援するために、公益財団法人大阪産業振興機構が実施する小規模企業者等設備貸与事業に必要な資金の貸付けを行うとともに、中小企業者等が実施する工場・店舗の集団化・共同化や共同施設の設置に必要な資金として貸し付けた中小企業高度化資金貸付金を管理するため設けられているものです。

　平成27度当初予算は、歳入歳出それぞれ25億60百万円で、26年度当初予算に比べて1億32百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、貸付金元利償還金12億91百万円、政策融資事業債の起債10億円です。

　また、歳出予算の主なものは、小規模企業者等設備貸与資金貸付金16億円、独立行政法人中小企業基盤整備機構に対する中小企業高度化資金貸付金に係る償還金6億22百万円です。
■ 沿岸漁業改善資金特別会計
　この会計は、沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業従事者等に対し漁業経営の改善促進を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ39百万円で、26年度当初予算に比べて1万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金13百万円、貸付金元利償還金25百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、近代的な技術又は漁業活動の安全確保のための施設等の導入に必要な資金の貸付金39百万円です。

■　林業改善資金特別会計

　この会計は、林業・木材産業改善資金助成法に基づき、林業従事者等に対し経営の健全な発展、生産力の増大を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　平成27年度当初予算は、歳入歳出それぞれ17百万円で、26年度当初予算に比べて2万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金13百万円、貸付金元利償還金3百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、林野の林業的利用の高度化及び林業技術の向上を図るために必要な資金の貸付金16百万円です。

企　業　会　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業会計についても、先に述べた予算編成の方針を基本としながら、それぞれの会計の設置趣旨や目的に沿うよう十分に配慮して平成27年度当初予算を編成しました。

　その総額は、収入が97億2百万円、支出が93億51百万円で、平成26年度当初予算に比べてそれぞれ241億99百万円の減、313億5百万円の減となっています。

　各企業会計の予算額は、第8表のとおりです。
第　8　表
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平成２７年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２６年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ） （Ｂ）

％ ％

収益的収支

796,213 944,107

△

 147,894 84.3 1,112,094 1,133,417

△

 21,323 98.1

大阪府中央卸売市場事業資本的収支

401,912 273,881 128,031 146.7 875,002 464,731 410,271 188.3

計

1,198,125 1,217,988

△

 19,863 98.4 1,987,096 1,598,148 388,948 124.3

収益的収支

2,208,849 2,188,237 20,612 100.9 1,069,252 8,563,327

△

 7,494,075 12.5

大阪府まちづくり促進事業資本的収支

6,295,000 30,495,000

△

 24,200,000 20.6 6,295,000 30,495,000

△

 24,200,000 20.6

計

8,503,849 32,683,237

△

 24,179,388 26.0 7,364,252 39,058,327

△

 31,694,075 18.9

収益的収支

3,005,062 3,132,344

△

 127,282 95.9 2,181,346 9,696,744

△

 7,515,398 22.5

合 計資本的収支

6,696,912 30,768,881

△

 24,071,969 21.8 7,170,002 30,959,731

△

 23,789,729 23.2

計

9,701,974 33,901,225

△

 24,199,251 28.6 9,351,348 40,656,475

△

 31,305,127 23.0

企 業 会 計 予 算

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

会　　　　計　　　　名

（Ａ）/（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）

差　引

（Ａ）－（Ｂ）

差　引

（Ａ）－（Ｂ）


■　大阪府中央卸売市場事業会計

　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、大阪府中央卸売市場事業に係る計理を行うために設けられているものです。

　収入予算額は、市場事業収益7億96百万円、市場事業資本的収入4億2百万円で、26年度当初予算に比べてそれぞれ1億48百万円の減、1億28百万円の増となっています。
　また、支出予算額は、市場事業費用11億12百万円、市場事業資本的支出8億75百万円で、26年度当初予算に比べてそれぞれ21百万円の減、4億10百万円の増となっています。
■　大阪府まちづくり促進事業会計
　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、まちづくり促進事業に係る計理を行うために設けられているものです。

　収入予算額は、まちづくり促進事業収益22億9百万円、まちづくり促進事業資本的収入62億95百万円で、26年度当初予算に比べてそれぞれ21百万円の増、242億円の減となっています。

　また、支出予算額は、まちづくり促進事業費用10億69百万円、まちづくり促進事業資本的支出62億95百万円で、26年度当初予算に比べてそれぞれ74億94百万円の減、242億円の減となっています。
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